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担 当 課 税務課 

電話番号 ４７－１０１８ 

 

事業名等 冷凍倉庫に係る固定資産税および都市計画税の還付等 

 

今回の問題点の概要 

 固定資産税を課税するためには、家屋を「固定資産評価基準」に基づき評価を行い、

評価額を算出する際に、家屋の建築年から経過年数に応じて減点補正率（以下、「経年

減点補正率」という。）を適用し減価をしていくこととなる。 

 非木造家屋のうち、用途が倉庫のものについては、経年減点補正率が「一般用」と「冷

凍倉庫用」に区分され、「冷凍倉庫用」の経年減点補正率は、一般倉庫より損耗が激し

いため、家屋の評価を年々下げる損耗の割合が大きめに設定されており、一般倉庫に比

べ減価が速く、税額の逓減も早くなる仕組みになっている。 

 しかし、冷凍倉庫と認定するための基準が明確に示されていないために、全国的に「冷

凍倉庫用」の経年減点補正率の適用漏れが多発している現状である。 

 

鳥取県および関係自治体との協議 

 ７月２４日に鳥取県を通じて総務省に冷凍倉庫の認定基準について見解を求めたが、

明確な判断基準は示されなかった。 

７月２５日に鳥取県と米子市と今後の対応について協議した。 

８月２日に鳥取県と県内の関係自治体とで認定基準等について協議した結果、名古屋市

が総務省に対し、冷凍倉庫とは「Ｆ級の冷蔵倉庫」と判断していいか、と問い合わせた

ら、「それで差し支えない」との返事であったことから、鳥取県内も「Ｆ級規模（マイ

ナス２０度以下）の冷蔵倉庫」を冷凍倉庫とすることでよいのではないかと確認した。

 また、特定第三種漁港を有する都市や主要な水産都市にも現状及び今後の対応等につ

いて聞き取り調査を行った。 

 その後も鳥取市や米子市などと情報交換や今後の対応について随時協議を行い、更

に、隣県の水産都市である浜田市とも随時、情報交換及び今後の対応について協議を行

っている。 

 

調査内容および結果 

 本市は、市内の倉庫８３１棟、工場５１２棟、計１,３４３棟について、評価調書及

び図面により、冷凍室を備えた冷蔵倉庫とおもわれる建物を抽出し、７月３０日から８

月１０日まで１１１棟について現地調査を行った。 

 現地調査の結果、３２業者６５棟がマイナス２０度以下（Ｆ級規模）の能力を有する

冷蔵倉庫で「冷凍倉庫」として認定する物件であった。 



今後の対応 

 「冷凍倉庫」として認定した６５棟について評価額を修正し、地方税法に基づいて５

年間の還付を行うとともに、水産業は本市の基幹産業であることから、さらに５年間を

補填金として、合計で１０年間の還付を実施する。 

 還付額は、１億４千９百万円余であり、９月定例市議会に補正予算を提出し、議会承

認後速やかに還付を行う。 

 還付にあたっては、該当事業所を訪問して、適正な評価がなされなかったことについ

て説明し、理解を求める。 

 

 

錯誤の原因 

 今回の問題については、まず４月に名古屋市で判明し、現在全国的に広がっている。

全国的な問題となっていることを考えれば、冷凍倉庫の経年減点補正率の適用基準が明

確でないことも、一原因ではないかと考えられる。 

 本市を含め多くの自治体では非木造の建築物は都道府県が評価を行っているが、その

評価調書の中の用途欄には、冷蔵庫・倉庫・工場等と記載されており、その用途欄の記

載内容により判断したと考えられる。 

 また、特に本市の場合、ランニングコストを抑えるために、一棟の建物に冷凍室と冷

蔵庫が分離されて設置されており、冷凍室のみを冷凍倉庫と判断し、その冷凍室の床面

積が建物全体の床面積のごく一部であることから、その建物の主たる用途を冷蔵倉庫と

判断し、「一般倉庫」の経年減点補正率を適用してきたのではないかと考えられる。 

 しかしながら、今回の一連の問題の中で考えれば、冷凍倉庫及び冷蔵倉庫に対する認

識が不足していたことが一番の原因と思われる。 

 

 

再発防止策 

 非木造家屋の評価を行う鳥取県西部県税事務所との連携を一層強め、用途欄の適正な

記載と、現地調査の徹底を図る。 

 

 

 


